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造の違い」に着目した方法でOECD加盟の21か国に
ついての試算を行ったところ，自動化可能性の高い

（70％以上）職業に就いている労働者の割合は平均
で9％（ドイツなどの12％から韓国などの6％まで，
アメリカで9％，日本は7％程度）であった。彼らは
また，①新技術の実用化は経済的，法律的，社会的
なハードルによって実際には緩やかなペースで進む
ものであり，②新技術が導入されても労働者は他の
課業・業務への転換に対応できるものであり，③技
術の更新は，新技術における需要やよりハイレベル
な競争を通じて新たな職業を生み出すものであるこ
とも強調している。

今年に入ってからNedeikoska and Quintini（2018
年3月）が，Arntz, Gregory and Zierahnの方法に
立脚しつつ，PIAACデータをより広範に活用し，
OECD加盟の32か国に関するより精密な試算結果を
発表した。これによれば，自動化可能性の高い（70％
を超える）仕事（job）の割合は各国平均で14％（33％
のスロヴァキアから6％のノルウェイまで，日本は
15％程度）であった。この他，自動化可能性が50～
70％の仕事の割合も算出したところ各国平均で32％
となった。

一つひとつの職業（occupation），一人ひとりの
仕事（job）が持つ複雑・多様性とその全貌を正確
に把握・記述することの困難性を踏まえれば，試算
結果がこのように異なってくることにも素直に頷け
る。この方面の予測自体がまだまだ新たな「挑戦」
なのだ。しかし，いずれの研究者にも共通している
のは，変化に対応するための労働者の職業能力開発

（職業訓練，再訓練）の重要性を強調していること
である。

さて，日本のことに目を転じれば，先進国中でも

人口知能（AI）と言えば，チェスや将棋・囲碁
などの世界で「人間とどちらが強いか」が大きな注
目を集めるようになっているが，最近では，AIや
ロボットの発達を含むコンピュータ化が「職業の世
界をどのように変化させるか」についても，ある程
度学術的な方法論による試算が各国の研究者によっ
てなされるようになってきた。そのいくつかはマス
コミにも取り上げられて社会的なインパクトを与え
ている。

最 初 に こ の 議 論 に 火 を つ け た の はFrey and 
Osborneの試算結果（2013年）で，アメリカ合衆国
の雇用労働者の47％が就いている職は，今後10～20
年の間に自ら学習する能力を持つ人口知能やロボッ
トなどで代替可能になると推測するものだった。職
業ごとの特性に関するデータ・記述（アメリカ労働
省のO*NETサイト）や近い将来の職務自動化の可
能性に関する専門家の評価などを基礎としており，
①創造性，②社会性，③認知能力と（体を使った）
巧緻性の3点がコンピュータによる代替困難な要素
であることを前提としている。これ以後同様の試算
が各国で行われ，我が国に関しては，2015年に野村
総研がFrey and Osborneとともに労働政策研究・
研修機構（JILPT）のデータに基づいて試算したと
ころ，日本の労働力人口の49％の仕事が同様に代替
可能になるという結果となった。

国際機関のなかでも特にOECDがこの動きに注
目していくつかのレポートを公表しているが，中
でも，Arntz, Gregory and Zierahn（2016年）によ
る試算は上記のものと大きく異なる結果となった。
PIAAC（国際成人能力調査）のデータベースをも
とに，「職業（occupation）間の課業（task）構造
の違いよりも，個々人の仕事（job）間の課業の構
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科，建築製図科，OAシステム科，DTP・Web技術科，
経理事務科，OA事務科，職域開発科，職業実務科
の10科（17コース）であり，この間におけるIT革
命などの技術進歩が障害者職業訓練の世界に与えた
影響を物語る構成・内容になっていると言える。

障害者については，一人ひとり異なる障害特性な
どに適合したカリキュラムと配慮をもって訓練を行う
ことが大事であると言われており，当センターもモデ
ル校的な位置づけをもってそれを実践しているところ
である。他方で，職業訓練が就職や職業能力の向上
を目的とした訓練である以上，世の中の産業・職業動
向が変化すれば，その影響も敏感に受けることになる。

今後，障害者の職業訓練にもAIの要素が入って
くることは十分考えられるが，その方向は，職務遂
行のためにAIを活用した種々の機器・ソフトを使
いこなすスキルの習得と，障害を補完することので
きるAI機器・ソフトを活用するスキルの習得の両
面になるのではないか。

世界の技術動向に常にアンテナを張り，後手に回
ることのないようにしたいものである。
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労働力不足が特に深刻化している状況にある中で，
企業がAI等の活用を積極的に進める可能性が高いと
考えてよいだろう。ただし，労働者側の意識は必ず
しもそれに対応していないようである。情報通信白
書（総務省，平成28年度版第4章第4節）がAI活用
に対する労働者の意識などの日米比較を行っている
が，日米両国の労働者へのアンケート結果において，
米国の労働者は人口知能の普及に備えて，それを使
いこなせるようにし，今の仕事・業務に適応させる
ための対応・準備を重視する姿勢がうかがえる一方，
日本の労働者は「対応・準備は特に何も行わない」，

「特に取得したい人口知能活用スキルはない」との回
答が多く，AI活用の流れに乗り遅れるのではないか
との懸念も生まれている。他方で「自身が持つスキ
ルとマッチしているタスクを完遂することが第一目
標である米国に対して，日本ではスキルの有無にか
かわらず（社会性などコンピュータの苦手分野を含
む）多様なタスクを遂行することが求められている」
との指摘もあり，このことが日本の労働者のAIの影
響に対する感度（の低さ）に影響しているのかもし
れない。とはいえ，我が国でも労働者や学生がAIな
どの先端的・汎用的なコンピュータ技術のことをよ
く知り，うまく使いこなし，うまくつきあう術を積
極的に身に着けることは重要であろう。

当国立職業リハビリテーションセンターは障害者
に対する専門的な職業訓練と職業指導を一体的に行
う施設として40年近い歴史をもつ。設立当初は，対
象を肢体，視覚，聴覚・言語の障害者に限っており，
初期（昭和54・55年開始）の訓練科は機械科，溶接科，
金属彫型科，機械製図科，光学機器科，トレース科，
金属工芸科，木工科，木材工芸科，化学分析科，電
子機器科，電気機器科，電子計算機科，経理事務科，
和文タイプ科，製版・印刷科，構内電話交換科，縫
製科，洋裁科，洋服科であった。その後，平成10年
には知的障害者を，14年には精神障害者と高次脳機
能障害者を，20年には発達障害者を受け入れるよう
になり，既に訓練生の５割以上がこれらを主な障害
とする人になっている。現在の訓練科の構成は，機
械製図科，電子機器科，テクニカルオペレーション
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